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11月29日鹿児島県屋久島沖で米空軍輸送機CV22Bオスプレ

イが墜落。この機が「墜落前に空中で上下逆さまにひっ

くり返り、炎上していた」という目撃もあるのに、日本

政府は当初「不時着水」と発表。宮沢博行防衛副大臣は

記者団に「最後の最後までパイロットは頑張っていたと

いうことだ」と、確かめもせずに、墜落を隠す情けなさ。

その後も日本政府は今回の事

故で一度も「飛行停止」という

言葉を使っていない。終始一貫、

「安全を確認してからの飛行」

を求めたのみで、かたくなに

「飛行停止」の文言を使うことを避けている。

日本側は海上保安庁、自衛隊や地元漁業者などが海底

を捜索、機体の一部を回収したが、事故原因の追究も許

さず、米軍がこれを持ち去った。

今年8月にはオーストラリア北部で、昨年は米カリフォ

ルニア州で墜落事故が起き、それぞれ隊員が死亡。 オス

プレイはクラッチの不具合など様々な欠陥を指摘され、

何度も事故を起こし、これまでにテスト飛行や訓練飛行

で、50人以上の兵士が亡くなっているが日米政府は「安

全」と言いつくろってきた。

しかし、今回一度に８名のパイロット等を失って、原

因不明。ついに世界中に配備されているオスプレイ400機

を飛行停止としました。根本的な欠陥を考えざるを得な

い、深刻な事態だ。

アメリカ政府はこの事故より前にすでに生産中止を決

めているが、日本は唯一、アメリカ以外でオスプレイを

運用しており、１７機導入を計画し、現在１４機を保有

しているがその全機の飛行を見合わせた。

日本人の人命軽視の米軍、地位協定

前泊博盛沖縄国際大教授（安全保障論）は、同大に米

軍ヘリコプターが墜

落した事故の際に

「被ばくの可能性が

ある」と言って米軍

が規制線を張ってい

たことを指摘。「今

回は米軍が何を積ん

でいたのかも明らか

にしないまま、民間に捜索に当たらせている。人命軽視

のあり得ない対応だ。日本政府もしっかり情報開示させ

るべきだ」と批判。「これまで軍事機密と言って現場に

立ち入りさせなかった米軍が、今回はあまりにも現場を

放置し救助も後手に回っている」と述べた。地位協定を

盾にした米軍の横暴は植民地並みだ。
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米軍機オスプレイ墜落8人死亡

自衛隊は１７機を導入予定

平和構想提言会議
22年10月に、憲法や国際政治の専門家らで立ち上げた

「平和構想提言会議」が、「『戦争の時代』を拒み、平

和の選択を」と題した声明文を発表しました。日本政府

は、防衛費を倍増させ、南西諸島にミサイル基地を設置

して、いたずらに中国に敵対し軍事国家の道を進もうと

しています。声明文の中では、このような政府の米国と

の同盟強化一辺倒の外交政策は、日本を戦争へ追いやる

極めて危険な政策であり、軍拡競争を押しとどめ、平和

外交に転換させなければならないとしています。そして、

政府への要望として、密室協議をやめて防衛安保政策の

決定プロセスを民主化し、東アジアの軍事的緊張を緩和

し信頼を醸成するための対話を促進し、憲法九条の平和

主義を堅持して国際法の普遍的適用を国際社会に訴えて

いくことを挙げています。

殺人兵器も輸出歯止めなし
岸田内閣は12月22日防衛装備移転（武器輸出）三原則

と運用指針を改定した。三原則本体の改定は約10年ぶり。

武器輸出政策を大幅に転換し、ミサイルや弾薬など殺傷

能力のある武器輸出の解禁に踏み切った。

日本で三菱重工がライセンス生産しているパトリオッ

トミサイルをその元であるアメリカに輸出することを認

めるというもの。殺傷能力のある防衛装備品は輸出しな

いとしてきた原則を放棄するものだ。

戦争当事国には輸出しないという歯止めをかけたとい

うが、アメリカは戦争当事国ではないなどという詭弁を

誰が信じるだろう。

そしてアメリカは国内が二分し、大統領選挙を前に予

算も成立せず、ウクライナ支援の武器も不足していて、

バイデン大統領の思い通りに進まない。そこで自国の所

有する武器をウクライナに送り、不足分を日本から補う

のは見え見えだ。これは表向きにできない金を別の国を

経由して出所不明にするマネーロンダリングと同じよう

なものだ。 こんなインチキで日本の平和憲法が次々に

空洞化されていくのを放置するわけにはいかない。

防護服もなしに協力
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自民党派閥政治資金の腐敗深刻
今度こそ企業・団体献金禁止を

地検特捜部の任意聴取が始まっています。

派閥の領袖のほとんどが聴取を受けているため動けず、

年末年始の挨拶も地元に顔を出すこともでできません。

安倍派は晋三氏が亡くなった後、後継者も決められず、

４億円余の派閥の財産も不明朗な形で私人のはずの昭惠夫

人に無税で「相続」したと批判を浴び、岸田派は会長自身

が早々と派閥から逃げ出してしまいました。

二階派も家宅捜索を受けています。いまは

派閥も党も機能不全。

いずれ逮捕者も出るのではと言われてい

ますが、国会開会中は議員の逮捕は難しいので、あるとす

ればこの閉会中の可能性が高いのですが、政府は新年の国

会を１月２３日召集と決めたと報道されているので、それ

までの間に大きな動きがあるものと思われます。

ロッキードやリクルートなどの汚職事件で企業・団体の

献金が大問題となり、自民党は国民一人当たり250円という

政党助成金（昨年は自民に１５９億円）を作ったら企業か

らの献金は受けないと言っていたのに、パーティーという

抜け道を考え出し、二重取りを始めました。巨額の税金を

もらいながら。パー券を売ってその金を隠さなければなら

ないというその金はどこへ行ったのでしょう。

岸田内閣の支持率低下が止まりません。

時事通信の12月世論調査では支持は17％にまで落ち

込んでいます。岸田総理は大風呂敷を広げるものの、

どのような日本を目指すのかさっぱりわかりません。

大軍拡の旗を掲げながら専守防衛を維持と言い。軍拡

の財源も不明。増税と言ってみたり減税と言ってみた

り。思い付きとしか思えないような少子化対策。自民

党の世耕参院幹事長さえ代表質問で「支持率が向上し

ない最大の原因は、国民が期待する『リーダーとして

の姿』が示せていないことに尽きる」「首相が何をし

ようとしているのかまったく伝わらなかった」という。

そこに追撃したのが政治資金問題。安倍派をはじめ

主要派閥がみな検察の聴取をうけ、家宅捜索も始まっ

ているため機能停止。「岸田おろし」の動きさえ起ら

ない。そんな中でも改憲への策動は活発です。

参議院憲法審査会

国会が大混乱する中

で、自民、維新などの

改憲派は改憲案をまと

めようと急いでいます。

昨年まで国民世論をバックに憲法審査会の開催を全

会派一致の運営を主張して意見陳述にとどめてきまし

た。しかし今、改憲派議員が衆参両院で2/3を超えたた

め勢いづいています。統一教会問題や安倍元総理が亡

くなり、リーダーを失って、「今やらねば」という焦

りもあります。22年通常国会から本予算の審議中にも

開会し、毎週開会が行われるようになりました。

最近の憲法審査会では９条そのものの改定の仕方は

改憲派内も一致していないので、提案まで行けず、

「大規模災害など緊急事態（の中での権利制限とは別

に）で選挙ができないまま任期切れになって空白が生

まれるのは問題だ」と国会議員の任期延長を主張して

いるのです。各党の姿勢は

改憲派 ◆自民党は憲法改正の条文案の起草作業を行

う機関を設置せよ。日本維新の会は賛成会派だけで

条文案をつくって発議をと主張。公明党は 積極的

に議論をと主張して推進しようとしています。

護憲派 ◆立憲民主党は緊急事態条項は現時点で憲法

に明記する必要はない。国民投票法に関連した見直

しこそ必要。共産党は改憲の必要なし。できるとこ

ろから進めるという押し付けには反対。

この任期延長論というのは何が問題でしょうか。

①国民主権を侵害することになりかねない

憲法は公務員の選定罷免権を国民固有の権利であると

して重視しています。緊急事態だからと国会議員の任

改憲派主張の

議員の任期延長論は危険
期延長を認めれば議員とともに政府も継続し、国民の審判を

経ないで法律も勝手に作るなど濫用されるおそれがあります。

②これまでも緊急事態はあった

2011年東日本大震災という未曾有の大災害が生じた時も、一

部被災地を除き統一地方選挙は予定通り実施。新型コロナが

拡大した2020年～2022年の間も総選挙、参議院選挙、及び各

地の首長選挙が予定通り実施されています。緊急事態時、全

国的に選挙が出来ないとの前提そのものに根拠がありません。

③現憲法上でも配慮されている

憲法は、参議院議員の任期を６年として３年ごとに議員の

半数を改選し、国会議員が不在になることを防いでいます。

また衆議院解散時でも、緊急の必要があるときには参議院の

緊急集会により国会の権能を維持するようになっています。

このように現行憲法で十分対応できることをいかにも不備

であるかのように宣伝して、とにかく改憲の突破口を開き、

次は九条の改憲に向かうための呼び水だということは明らか

です。政治資金規制法の改正を求める声は高いが,憲法を変

えよなどという国民世論はありません。
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